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職員定数の
適正管理

事務事業の
再編・整理

民間委託の
推進

より信頼される市役所を実現するための
アクションプラン
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しんらい
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第１章
２ 瀬戸市の行政改革の取り組みと実績(H10～H22）①

計
（継続を除く）

６１

８７

２９

１７７

事務事業の再編・整
理、廃止・統合の取
組

瀬戸市新行政
改革実施計画等
（H10～H16）

行政改革第１次
集中改革プラン
（H17～H21）

行政改革第２次
集中改革プラン
（H22～H27）

新規 ２９
継続 ４
計 ３３

新規 ９
継続 １０
計 １９

新規 ９
継続 ６
計 １５

新規 ４７
継続 ２０
計 ６７

民間委託等の推進

定員管理・
給与の適正化

合 計

新規 ３４
新規 １８
継続 １０
計 ２８

新規 ５０
新規 ８
継続 ４
計 １２

新規 １６
新規 ４
継続 ４
計 ８

新規 １００
新規 ３０
継続 １８
計 ４８
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第１章
２ 瀬戸市の行政改革の取り組みと実績(H10～H22）②

25,717,647 13,996,259 11,721,388合 計

13,002,103 8,145,416 4,856,687職員給与等の削減

1,452,701 980,559 472,142民間委託等の推進

476,113 365,274 110,839その他

526,600 237,250 289,350その他の事務事業の整理合理化

4,977,372 2,718,332 2,259,040内部管理経費の見直し

483,587 20,165 463,422投資的経費の見直し

699,300 389,500 309,800補助金等の整理合理化

8,560 6,380 2,180その他（歳入確保策関係）

3,490,779 801,699 2,689,080市有財産の有効活用

600,532 331,684 268,848使用料・手数料の見直し

11,262,843 4,870,284 6,392,559事務事業の再編・整理、廃止、統合

H10～H21の
総合計

H17～H21の
取組による

財政効果影響額

H10～H16の
取組による

財政効果影響額
項 目

（単位：千円）
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第２章
１ 瀬戸市行政改革第２次集中改革プラン(H22～)の基本方針

厳しさを増す財政状況の中でも、多様化する市民ニーズへの柔軟な対応を行うためには、より一層の効率的・効果的な行政経営が
求められています。
「第２次集中改革プラン（平成２２年度～２７年度）」では、市が果たすべき役割を明確にし、既存業務の民間委託等の推進や職員定員
管理の適正化に取り組むことで、より効果的な行政経営を展開し、第５次総合計画の行政の基本方針で示した、少数精鋭で最大の効果
をあげる「小さな市役所」の実現を目指します。

事務事業の再編・整理、廃止、統廃合

民間委託等の推進

定員管理・給与の適正化

少数精鋭で最大の効果を
あげる『小さな市役所』の
実現

市民の力を引き出し、自
助・共助中心の社会の仕
組みに転換

最小の経費で最大の成
果をあげるマネジメント
の実現

定員管理
806人⇒742人

適正給与
給与制度改革

人材育成
もらーる・アップ計画

NPO市民企業

市役所

互いに理解
し補完しあう
姿の実現

行政組織
ごとの成
果目標の
設定

行政組織
の役割（使
命）の明示

成果の公
表とPDCA
サイクル
での検証

使命達成運動
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第２章
２ 目標とする効果額

平成２２年に公表した時点では、１２億２千５百万円の財政効果額を見込んでいます。

※ 上記の試算は、実施する年度に発生する額の積み上げであり、事業や制度を廃止する等により後年度にもその効果が及ぶ
額を累計した『財政効果影響額』は、実施年次が確定していないため、現時点での試算には組み入れていない。

1,224,523 合 計

215,000 人件費の削減（民間委託等の推進）

74,400その他

178,000 その他の事務事業の整理合理化

53,200 内部管理経費の見直し

12,600 投資的経費の見直し

29,223 補助金等の整理合理化

3,500 その他（歳入確保策関係）

449,100 市有財産の有効活用

209,500 使用料・手数料の見直し

1,009,523 事務事業の再編・整理、廃止、統合

財政効果額項 目

（単位：千円）
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行政改革に
おける３つ
の視点

第３章
１ アクションプランの必要性 ～平成２３年度からの取り組み～

PPlan

DDo
CCheck

AAction 行政改革第２次集
中改革プランの立案

都市経営における重点施
策を確実に実行するため
には、更に厳しい行政改
革の断行が必要と判断

平成２２年度は、
１８項目を実施し、
約９億６千万円
の財政効果を生
み出した

使命達成運動による
着実な計画の実施

平成22年度の

取り組み

３．定員管理 ： 市役所の組織運営に必要な人数を決める

２．組織改革 ： 少数精鋭で最大の効果をあげるための組織への変革

１．構造改革 ： 聖域を作らない改革の断行
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【中・長期的な視点が必要な手法】
☆最小人員で運用する組織への変革
・ 各部課ごとの事務の精査
・ 更なる民間委託の可能性検討
・ 職員のスキルアップ

【本案での整理】
理想とする組織が機能するための“あるべ
き姿”を時間をかけて追い求めるのではなく、
『即効性の高い短期の取り組み』と、実施に
時間を要する『中・長期的な取り組み』を組み
合わせた方策を基本として、具体的な方策を
立案します。

新たな『組織改革と職員定数管理』を実現するためには、理想とする組織が機能するための“あるべき姿”を時間をかけて追い求め

るのではなく、実施する項目の効果を見極めた整理に基づき、確実に実施可能な項目の抽出と、その項目の達成期限を定めたスケ

ジュール管理が必要と言えます。

本項では、本市が進める具体的な方策の基本的な考え方を整理します。

【短期で実施可能な手法】
☆市役所に必要な定員数の設定
・ 民間委託の推進

・ 退職数と新規採用枠のバランス設定

成果が出るま
でに時間がか
かる

目に見えた数
値で管理可能

第３章
２ アクションプランで取り組む内容
(1) 基本的な考え方（優先して取り組む事項）
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・ 組織運営に必要な事務の精査

・ 職員のスキルアップ

・ 組織の統廃合によるスリム化

平成２６年度時点での『職員定数を平成２２年４月時点から１０％削減』とする基準を定め、確
実な定員管理を実行する中で、少数精鋭で最大の効果をあげるための組織へと変革させるた
めに、第２次集中改革プランで掲げた目標達成に向けた具体的な方策の立案を行う。

重点項目

・ 労務職は原則不補充とし、民間委託への移行に連携して、必要に応じて再配置を
行う。

・ 民間委託の推進と連動して、専門職（電気、機械、化学、保育、保健、土木、建築）
の必要定数を定め、新規職員を計画的に採用していく。
⇒ 電気、機械、化学の各技師の必要定数の検討に際しては、複数の施設を
統括管理することを与件として整理する。

・ 専門職に余剰が生じた場合は、専門職以外の業務に従事することを与件とし、配
置調整を行う。

・ 民間委託の推進検討の対象には聖域を設けない。

・ 上記に加えて、中・長期的な視点で検討を行うが、組織の望ましい姿の結論が出
るまでの間に上記の改革・改善を抑制することはしない。

短期の視点 中期の視点

・ 定年延長制度への対応
・ 正規職員・臨時職員・再任用職員の適
正配置

・ 職員の年齢構成に基づく採用方法の
検討（職員採用の平準化）

・ 昇任制度の見直し
・ 人事評価制度の反映

長期の視点

第３章
２ アクションプランで取り組む内容
(2) 対象とする項目の整理
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スリム
で効率
的な役
所

事務の効率化民間委託の推進

※
民間委託の推進検
討は、聖域を設け
ることなく、全ての
施設、職域を対象
とする 専門職

労務職

民間委託
への移行
に伴う配
置転換

組織の統廃合

組織を運営す
るための事務
の精査

職員の
スキルアップ

事務処理能
力として求
める基準作
り

その他の要素

組織に必要な職員定数
の目標値設定

定年延長への対応

正規職員、再任用職員
の適正配置

正規職員と臨時職員の
関係とワークシェア

昇給制度、人事評価制
度との連動性

組織の年齢構成と新規
採用との関係

等

第３章
２ アクションプランで取り組む内容
(3) 取り組む項目の相関図

中・長期的検討項目短期的検討項目
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行政改革の成果

～Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７～

Step by Step

第２次集中改革プランH10～H21

事務の
効率化

民間委託
の推進

定員管理

職員スキル

施設

専門職

職員数

事務量

Step1 Step1 
Step2 Step2 

Step3 Step3 

対象職種の検討 定員管理と連携し実行

基準定数（H22：806人） H26H26までに１０％削減までに１０％削減

調査・検証 事務処理能力の向上

アクションＰの立案

過去の実績算出過去の実績算出

実績検証実績検証

アクションプランの実行

２５７億円２５７億円

対象施設の検討 定員管理と連携し実行

調査・検証 組織
再編

第３章
２ アクションプランで取り組む内容
(4) 実施スケジュール

すべての施設・専
門職を対象とし、
実施スケジュール
を検討する

施設に合わせ
た、専門職の
適正配置
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コメント

第３章
３ アクションプランの成果目標

適切な定員管理

小さくて効率的な市役所への挑戦

安定的な財政基盤の確
保と、少数精鋭でも効率
的で堅実な運営を可能
とする組織の両立を実
現することで、市民から
“しんらい”される市役所
を実現します

最小人員で運用
する組織

構造改革の成果
による財政効果

民間委託の推進

少数精鋭の組織
と、最小の経費で
最大の成果をあげ
るマネジメントの集
大成！都

市
経
営
を
持
続
し
て
支
え
る
財
政
基
盤
の
構
築

都市経営
の安定性

行政経営への
信頼性

より効率的な
市役所

・市役所の果たすべき役
割の明確化

・市民サービスの向上

・市役所のスリム化
・解りやすい市役所

プラスαの財政効果


